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 申請書等の提出期間、場所及び方法等 入
札参加希望者は、建設業法施行規則（昭和24
年建設省令第14号）第21条の４に規定する総
合評定通知書の写し（最新のものであって、
審査基準日が、入札日の１年７カ月前の日以
後のものに限る）、技術資料、技術評価資料、
総合評価提案資料及び競争参加資格確認申請
書、参加希望者が共同企業体を構成する場合
の共同企業体協定書案（以下「申請書等」と
いう）を提出するものとする。なお、技術資
料、技術評価資料及び総合評価提案資料は、
入札説明書に基づき作成するものとする。
 提出期間 令和６年１月９日（火）から
令和６年２月29日（木）までの土曜日、日
曜日及び祝日を除く毎日午前10時00分から
午後４時00分まで。
 提出場所 記５に同じ。
 提出方法 記５に郵送すること（提出
期限までに必着のこと）。なお、電送によ
るものは受け付けない。

 入札書の提出 入札書は封筒に封緘したも
のを提出すること。入札書が提出期日までに
提出されない場合、競争参加資格がないもの
と判断する。
 提出期間 令和６年１月９日（火）から
令和６年２月29日（木）までの土曜日、日
曜日及び祝日を除く毎日午前10時00分から
午後４時00分まで。
 提出場所 記５に同じ。
 提出方法 記５に郵送すること（提出
期限までに必着のこと）。なお、電送によ
るものは受け付けない。

 技術提案のプレゼンテーション プレゼン
テーションの方法は協議の上、決定する。技
術提案のプレゼンテーションを下記の通り実
施する。
 実施予定日 令和６年３月４日（月）か
ら令和６年３月15日（金）のいずれかを予
定としているが、入札公告日現在下記を予
定している。
・実施日 令和６年３月７日（木）
・予備日 令和６年３月12日（火）
 方法 技術提案の内容説明（30分以内）
後に質疑応答（30分程度）を行う。
 出席者 工事及び設計業務の配置予定技
術者各１名は必ず出席することとする。
 その他 申請者別のプレゼンテーション
日時及び場所は追って通知する。

 開札（入札執行）の日時及び場所
 開札日時 令和６年４月25日（木）午前
11時00分
 開札場所 中日本高速道路株式会社 金
沢支社

６ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
は、日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除
 契約保証金 納付。ただし、有価証券の
提供又は金融機関等の保証をもって契約保
証金の納付に代えることができる。また、
公共工事履行保証証券による保証を付し又
は履行保証保険契約の締結を行った場合
は、契約保証金の納付を免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の行った入札、申請書等に虚偽の記
載をした者の行った入札及び入札に関する条
件に違反した者の行った入札は無効とする。
また、入札時に単価表の提出のない者の行っ
た入札は無効とする。なお、提出された単価
表を審査した結果、真摯な見積を行っていな
いと認められたときは、その者の行った入札
を無効とする場合がある。なお、無効の入札
を行った者を落札者としていた場合は落札決
定を取り消すものとする。
 落札決定の取り消し等 申請書等に虚偽を
記述した者は、当該工事の競争参加資格の確
認を取り消すとともに、「中日本高速道路株式

会社工事・調査等の資格登録に関する要領」
に基づく資格登録停止を行うことがある。ま
た、入札者の故意又は重大な過失により入札
書が無効となった場合は、当該入札者に対し、
資格登録停止を行うことがある。
 配置予定監理技術者の確認 落札者決定
後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の技術者
の専任制違反の事実が確認された場合は、契
約を結ばないことがある。なお、病気、死亡、
退職、出産、育児、介護等の極めて特別な場
合でやむを得ないものとして承認された場合
の外は、技術資料の記載内容の変更は認めら
れない。病気等特別な理由により、やむを得
ず配置予定技術者を変更する場合は、記２
に掲げる基準を満たし、かつ当初の配置予定
技術者と同等以上であると発注者が承認した
者を配置しなければならない。
 申請書等は、提出者に無断で使用しない。
 技術提案内容の採否については、競争参加
資格確認結果通知書をもって通知する。
 技術提案及び技術提案に基づく詳細設計の
成果に関するすべての責任は技術提案の提出
者にある。
 技術提案が適正と認められた場合には、提
案した施工方法等により詳細設計及び施工す
ること。
 契約変更の取り扱い
 技術提案に基づく詳細設計が完了した場
合は、速やかに入札金額を上限額として当
初契約を変更するものとする。この場合、
受注者の責に帰さない限り工期の変更は行
わないものとする。
 詳細設計に要する設計費用の契約変更は
しない。
 不可抗力（地震、風水害等）によって地
形が変形し、施工数量に変更がある場合は、
契約変更の対象とする。
 社会的条件（地元対応等）によって、新
たな対策が生じる場合には、契約変更の対
象とする。
 設計業務履行上の制約等設計図書に示さ
れた自然的又は人為的な履行条件が実際と
相違する場合は、契約変更の対象とする。

 工事現場の形状、地質、湧水等の状態、
施工上の制約等設計図書に示された自然的
又は人為的な施工条件と実際の工事現場が
一致しない場合は、契約変更の対象とする。
 設計図書で明示されていない施工条件に
ついて予測することのできない特別な状態
が生じた場合は、契約変更の対象とする。
 契約締結後、発注者が基本性能の変更又
は機能を付加する新工種を指示した場合
は、契約変更の対象とする。

 申請書等の作成及び提出に要する費用は原
則として提出者の負担とする。
 提出された申請書等は、原則として返却し
ない。
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を、当該工事の請負契約の相手方と特命契
約により締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口・手続
に関する問い合わせ先は、記５に同じ。
 競争参加資格の認定を受けていない者の参
加 記２に掲げる競争参加資格の認定を受
けていない者も記５により申請書等を提出
することができるが、入札に参加するために
は、競争参加資格確認結果通知の日までに、
当該資格の認定を受けていなければならな
い。
 詳細は入札説明書による。
 地域外からの労働者確保に要する間接工事
費の設計変更 本工事は「共通仮設費（率分）
のうち営繕費」及び「現場管理費のうち労務
管理費」の下記に示す費用（以下「実績変更
対象費」という）について、工事実施にあたっ
て不足する技術者や技能者を広域的に確保せ
ざるを得ない場合も考えられることから、契
約締結後、労働者確保に要する方策に変更が
生じ、土木工事積算基準の金額相当では適正
な工事の実施が困難になった場合は、実績変
更対象費の支出実績を踏まえて最終設計変更
時点で設計変更する試行工事である。
営繕費 労働者の送迎費、宿泊費、借上費

（宿泊費、借上費については労働
者確保に係るものに限る）

労務管理費 募集及び解散に要する費用、
賃金以外の食事、通勤に要す
る費用

 交付方法：当社ホームページにデータを
アップロードして交付する。
（ＵＲＬ: https://contract.c-nexco.co.
jp/auction_info/）
入札公告及び設計図書等は、訂正・取消を
する場合があり、訂正・取消を行ったときは、
当社ホームページにて掲載する。なお、仕様
書にて定める適用すべき諸基準のうち、「供用
下における矢板工法トンネル覆工再生工に関
する手引き（案）」については、当社ホームペー
ジにて公表する。
（ＵＲＬ: https://www.c-nexco.co.jp/
topics/1661html）
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